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【地域政策科学研究科カリキュラムポリシー】 

 

平成２５年３月１３日 地域政策科学研究科委員会 制定 

令和３年１２月 ８日 地域政策科学研究科委員会 改正 

 

【カリキュラムポリシー】 

 本研究科では、2 年以上在学し、研究指導教員の演習 I～IV の計 8 単位を含め、30 単位以上を

修得し、かつ必要な研究指導を受け、学位論文（特定の課題についての研究の成果を含む）の審

査及び最終試験に合格した者には、「修士（地域政策）」の学位を授与する。 

本研究科のカリキュラムは、ディプロマポリシーに掲げた知識・能力を育むために以下のように構

成されている。 

 

（教育課程の編成） 

(1)地域政策科学専攻 

 本研究科は行政政策学類の教育・研究の学際的特徴を活かし、地域の社会的要請に対応しうる

高度でユニークな大学院教育の達成を期するため「地域政策科学専攻」を設置している。本専攻

では、地域社会に潜在あるいは顕在化している諸問題を把握し、それを政策課題として形成し、そ

れらの具体的な政策課題について、政治・行政の諸過程における政策決定、政策の実施方針の

策定、政策評価等の諸過程を考究する。 

 

(2)履修分野 

 本専攻は、有機的関連をもった科目群からなる次の５つの履修分野によって構成されている。 

①地方行政：行政学・政治学の基礎理論及び地方自治体の行政を具体的な制度や実態に即しな

がら法的・政治的側面から研究する基礎的な科目群、およびこれを実践的に解決する応用的な

科目群 

②社会経済法：地域社会における社会的・経済的諸問題を法的側面から理論的に研究する基礎

的な科目群、およびこれを実践的に解決する応用的な科目群 

③行政基礎法：地域の行政の基礎となっている法制度およびその運用の実態を理論的な見地か

ら探究する基礎的な科目群、およびこれを実践的に解決する応用的な科目群 

④社会計画：社会の基本構造及びそれに基づく地域社会の構造・問題把握を踏まえ、地域社会

の再建、活性化に不可欠な社会計画について、特にそれを政策化する視点から研究する基礎

的な科目群、およびこれを実践的に解決する応用的な科目群 

⑤地域文化：地域の生活を基礎とする地域社会の諸側面を、地域文化として総括する方法につい

て研究するとともに、社会情報について理論的かつ実証的に研究する基礎的な科目群、および

これを実践的に解決する応用的な科目群 

 

(3)修士論文・地域特別研究 

①修士論文 

 具体的履修において院生は、自らの研究計画に即して、各履修分野の指導教員の担当する演

習に参加し、自分の研究テーマに関連する科目を履修しつつ、修士論文を作成する。 

②地域特別研究 

地域行政や政策立案に関するリアルな授業科目として、地域特別研究を配置し、複数の履修分

野からなる教員の全員体制の指導のもとで、特定の地域社会を対象とする現地調査等を実施し、

当該地域社会の当面する課題の解決方途を具体的に研究する。 

 

(4)政策課題プログラム 

 本研究科では、院生の体系的な履修を促進するために、平成 24 年度から、特定のテーマにつ

いて、「履修分野」を超えて重点的に学ぶ「政策課題プログラム」を導入している。「政策課題プログ

ラム」は修士課程修了の要件ではないが、履修者には「プログラム修了証」が交付される。 
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(5)昼夜開講制 

 本研究科では、昼夜開講制を採り、社会人を受け入れる道を積極的に開き、社会人の専門的能

力の一層の向上を図ることを通じて、地域社会の発展に寄与することを目指している。そのため、

夜間の２コマ分に設定された授業の履修によって修士課程修了に必要な全単位（30 単位）を履修

できるよう配慮している。 

 

(6)長期履修制度 

 本研究科では、職業等に従事することにより時間的制約のある学生のために、「長期履修学生制

度」を導入している。通常２年間の修士課程を３年または４年で修了する制度で、学費は２年分に

抑えることができる。在職者や家庭の諸事情（育児、介護等）を抱える大学院生も、自分のペース

で研究に取り組むことができる。 

 

(7)一年修了型カリキュラム 

 本研究科では、地域の特定課題に取り組む人材を応援するために、「一年修了型カリキュラム」

を設置している。これまでの社会での活動・就労経験を活かして、大学院での研究につなげること

ができる。 

 

（教育・学習方法） 

(8)授業方法 

 学生がディプロマポリシーに掲げた諸能力を獲得できるよう、講義、演習、実習等を体系的に実

施する。本研究科においては、プレゼンテーションや討論、フィールドワーク、レポート作成等を適

切に実施することによって、専攻において掲げる教育目標の達成を図る。 

 

（学習成果の評価） 

(9)成績評価 

 成績は、S、A、B、C、及び F の５段階をもって表し、S、A、B、及び C を合格、F を不合格とする。

各授業科目ではシラバスに、プレゼンテーションや討論への参加、レポート作成といった、当該科

目の「成績評価の方法」を明記し、可能な限り複数の評価手段によって成績を判定する。 

 修士論文の審査においては、学位論文審査に関する評価基準に基づき厳格な審査を行う。 

 

 


